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廃プラスチックを中国に輸出したいが、バーゼル条約の対象となるのか？
出典サイト：経済産業省北海道経済産業局 産業部 国際課http://www.hkd.meti.go.jp/hokia/boueki_faq/faq.htm
廃プラスチック（PVCを除く）は、原則、バーゼル条約の規制対象には該当しない。
ただし、ペットボトルをリサイクル目的で輸出する場合は、再生利用できるように分別、洗浄、裁断等を行う必要がある。詳細は次を：
· 廃PETボトルのバーゼル法該否判断について（PDF形式/13KB）

　
また、バーゼル条約の規制対象外の場合でも、廃棄物処理法の関係で次の事項の確認が必要。

· 有償取引であること（廃棄物処理法上の廃棄物（無価物）ではないこと。

· 輸出相手国で確実にリサイクルされること。

　
さらに、輸出先が中国の場合、輸出相手先が中国政府に登録されている場合にのみ輸出が可能となる。
相談窓口：環境省廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課 適正処理推進室（越境移動審査係）TEL：03-3581-3351（内線6886、6887）

＜バーセル条約・バーゼル法の概要＞　バーゼル条約・バーゼル法　

＜バーゼル条約の対象か否かについての事前相談等＞

	出典：http://www.env.go.jp/recycle/yugai/jizen.html
特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律（以下「バーゼル法」という。）に規定する特定有害廃棄物等に該当する貨物を輸出入する場合には、外国為替及び外国貿易法（以下、「外為法」という。）に基づく承認申請が必要となります。
　また、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）に規定する廃棄物に該当する貨物を輸出入する場合には、廃棄物処理法に基づく環境大臣の確認又は許可及び外為法に基づく承認申請が必要となります。
　経済産業省及び環境省では、輸出入しようと考えている貨物が、
　　[1] バーゼル法に規定する特定有害廃棄物等に該当するか否か
　　[2] 廃棄物処理法に規定する廃棄物に該当するか否か
　について、下記の通り事前相談を受け付けています（１）相談窓口
（バーゼル法に係る問い合わせ先）

○メタル・スクラップ、プラスチック・スクラップ、使用済バッテリー（廃・中古）、使用済遊技機（廃・中古）、廃触媒及び中古品（家電、自動車部品等）についての問い合わせ
〒210-0828 川崎市川崎区四谷上町１０－６
財団法人　日本環境衛生センター バーゼル条約輸出入規制事前相談課
　http://www.jesc.or.jp/work/assessment/basel/01.html
(電話）044-288-4941
　(FAX) 044-288-4946
　(電子メール) basel@jesc.or.jp
　注：メタル・スクラップ：鉄、アルミ、銅等の単体金属、又はミックスメタル（自動車部品、電気・電子部品の屑等を含む）
　プラスチック・スクラップ：ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリ塩化ビニル等

○上記以外の貨物についての問い合わせ
〒100-8901 東京都千代田区霞が関１－３－１
経済産業省産業技術環境局環境政策課環境指導室
　（電話）03-3501-1511 （内線3551）
　(FAX) 03-3580-6329
　(電子メール) basel＠meti.go.jp
（バーゼル法及び廃棄物処理法に係る問い合わせ先）
※　原則的に、輸出入に用いる港の所在地を所管する各地方環境事務所にお問い合わせください。

◎　北海道

〒060-0808 札幌市北区北八条西２丁目１－１　札幌第一合同庁舎３階
北海道地方環境事務所
　 (電話) 011-299-1952
　 (FAX) 011-736-1234
　(電子メール) REO-HOKKAIDO@env.go.jp
◎　青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県及び福島県

〒980-0014 仙台市青葉区本町３－２－２３ 仙台第二合同庁舎６階
東北地方環境事務所
　（電話）022-722-2871
　(FAX) 022-724-4311
　(電子メール) REO-TOHOKU@env.go.jp
◎　茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県及び静岡県

〒330-6018 さいたま市中央区新都心１１－２ 
明治安田生命さいたま新都心 ビル18階
関東地方環境事務所
　（電話）048-600-0814
　(FAX) 048-600-0517
　(電子メール) HAIRI-KANTO@env.go.jp
◎　富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、愛知県及び三重県

〒460-0001　愛知県名古屋市中区三の丸２－５－２
中部地方環境事務所
　（電話）052-955-2132
　(FAX) 052-951-8889
　(電子メール) REO-CHUBU@env.go.jp
◎　滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県及び和歌山県

〒540-6591 大阪市中央区大手前１－７－３１ OMMビル８階
近畿地方環境事務所
　（電話）06-4792-0702
　(FAX) 06-4790-2800
　(電子メール) REO-KINKI@env.go.jp
◎　鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口県

〒700-0984 岡山市北区桑田町１８－２８ 明治安田生命岡山桑田町ビル１,4階
中国四国地方環境事務所
　（電話）086-223-1584
　(FAX) 086-224-2081
　(電子メール) REO-CHUSHIKOKU@env.go.jp
◎　徳島県、香川県、愛媛県及び高知県

〒760-0023 香川県高松市寿町2-1-1高松第一生命ビル新館6階
高松事務所
　（電話）087-811-7240
　(FAX) 087-822-6203
　(電子メール) MOE-TAKAMATSU@env.go.jp
◎　福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県及び沖縄県

〒862-0913 熊本市尾ノ上１丁目６－２２ 
九州地方環境事務所
　（電話）096-214-0328
　(FAX) 096-214-0349
　(電子メール) REO-KYUSHU@env.go.jp
（２）相談方法

　別紙１に、事前相談を行うために必要な書類が記載されております。これらの書類を作成し、郵送又はＦＡＸにより事前に送付の上、電話等でご相談下さい。

別紙１に、事前相談を行うために必要な書類が記載されております。これらの書類を作成し、郵送又はＦＡＸにより事前に送付の上、電話等でご相談下さい。
別紙１：事前相談に必要な書類

[PDF 148KB]

別紙２：輸出案件用確認事項

[PDF 23KB]

別紙３：事前相談書記入要領

[PDF 16KB]

別紙４：事前相談書

[Word 49KB] [PDF 25KB]

別紙５：貨物と金銭のフロー図

[PDF 26KB]

参考１：廃棄物処理法輸出入規制

[PDF 23KB]

参考２：バーゼル法概要

[PDF 52KB]

（３）留意点

· この事前相談は、送付された書類に記載されている内容について、バーゼル法の規制対象に該当するか否か、及び廃棄物処理法の規制対象に該当するか否かについての助言を行うものでありますが、輸出入を行う際の関連法規遵守の義務を緩和するものでもありません。また、現実に輸出入される貨物そのものについて、廃棄物処理法、バーゼル法等関係法規の適合を証明するものではありません。予めご承知おきください。

· 当方の助言は口頭で致します。文書での回答は致しません。

· ご提出いただいた資料は、原則返却致しません


	中国への廃プラスチック輸出の現状

http://www.fsrj.org/output/4-kankobutu/15/15-1.pdf


廃プラの中国への輸出の留意点

廃プラを含むリサイクル材については、中国政府は近年、環境汚染防止と品質の事前チェックのために管理を強化しており、以下の規制に留意する必要がある。

1．業者登録制度 
外国側輸出者（国外供給業者）と中国側輸入者（国内荷受人）の双方を業者登録登記することにより輸入ルートを管理している。

中国に廃棄物原料等を輸出する場合、国外供給業者も国内荷受人も、事前に、中国の国家品質監督検査検疫総局（以下、「国家質検総局」という）に「輸入廃棄物原料国外供給企業登録」または「輸入廃棄物原料国内荷受人登録」を行い、登録許可を取得しておく必要がある。

業者登録の申請は、国家質検総局ウェブサイトの「輸入する原料に利用できる固体廃棄物の電子監督管理システム」（ 
http://scrap.eciq.cn 
）から直接に申請することができる。登録許可は、相当の時間がかかることがある。 

国外供給業者の申請条件の1つとしては、企業はISO9001品質マネジメントシステム、RIOSシステム等の認証を取得する必要があること。 

2．リサイクル材の内容に応じた分類リスト管理 
リサイクル材はその内容に応じ、公表されている「輸入禁止固体廃棄物リスト」、「輸入制限類の原料に利用できる固体廃棄物リスト」、「輸入を自動的に許可する類の原料に利用できる固体廃棄物リスト」により、輸入禁止類、輸入制限類、自動許可類の3種類に分類されている。
次の環境省の廃棄物等の輸入に関する中国国内法規制等を参照：

http://www.env.go.jp/recycle/yugai/china_law.html
3．日本での船積み前検査の申請 
廃棄物原料船積み前、国外供給業者は、国家質検総局が授権した日本国内の検査機関に船積み前検査を申請しなければならない。授権された日本国内の検査機関は、以下の2つがある：

1．日中商品検査株式会社【JAPAN-CHINA COMMODITIES INSPECTION CO., LTD.】 
2．CCIC　JAPAN株式会社【CCIC JAPAN CO., LTD.】
船積み前検査を受けて合格すれば、船積み前検査証明書「PRE-SHIPMENT CERTIFICATE」が発行される。この証明書は、中国側の輸入貨物受取人が中国の陸揚げ港での本検査（揚地検査）を申請するときに必要な証明書になる。
4. HSコード

	HS3915
	プラスチックのくず

	HS3916~3926
	プラスチックの半製品・製品


HS3915に分類される「廃プラ」（プラスチックのくず）は、中国の「輸入廃棄物原料環境保護規制基準」による一定の輸入規制があるので注意を要する。次のHPを参照：http://www.ccicjapan.com/standard/pdf/standard12.pdf
5. 中古プラスチック容器の規制

リサイクル原料（再生資源）として、容器類をはじめとする成型品は破砕され、洗浄されなければ輸入禁止となっているので注意を要する。http://www.ccicjapan.com/?cat=5
根拠：輸入禁止リストには載っていないが、輸入廃物環境保護規制基準－廃塑料である次のhttp://www.ccicjapan.com/standard/pdf/standard12.pdfの基準の4.5参照。
	法律上的根据：进口可用作原料的固体废物环境保护控制标准—废塑料
http://www.env.go.jp/recycle/yugai/china_law/04c_12_b.pdf
4.5 进口使用过的塑料容器应破碎并清洗至无明显异味和污渍。


6. 日本でのライセンス

中古品購入については、産廃について考慮する。廃プラであれば、古物商や金属くず商の許可は不要。

廃プラ参考サイト：http://www.ohata.org/plastic.html
複写、転写、改変、利用、使用しないで下さい。

